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大手町・丸の内・有楽町地区では，駐車場の附置義務に関して東京都条例に基づく地域ルールが策定さ

れており、大規模ビルに附設する駐車場について需要予測に基づいた台数で整備が可能になっている．需

要予測では、建物の特性等を考慮しながら個別ビルの年間の需要変動を考慮した推計がなされてきた．し

かし，異なるビル同士の間で，満車時に一時的に互いのビルの駐車場へ誘導する等の「融通」を前提にす

ることで，個別ビルの年間変動を相殺し，より少ない整備台数でも需要に対応できる可能性がある．本研

究では，融通による削減可能な整備台数，整備台数を削減した場合に生じる融通の量，及び融通を抑える

ための工夫の三点について明らかにする． 
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1．研究の背景・目的 

 

大手町・丸の内・有楽町地区（以下，大丸有地区）は，

2017年時点で 101棟のビルに 4,300事業所，28万人の従

業者が働く 1)日本を代表する国際ビジネス地区である．

また，同地区は日本の鉄道網の中心である東京駅と，5

路線の地下鉄が利用可能な大手町駅ほか複数の鉄道・地

下鉄駅を有しており，鉄道の利便性が極めて高い地域で

ある．このような交通特性を背景に駐車場の附置義務に

関しては東京都条例に基づく地域ルールが策定されてお

り，地域や計画建物の特性を考慮した需要予測に基づい

た台数で整備することが可能となっている． 

大丸有地区における地域ルールに基づく附置義務緩和

申請で求められる一般時間貸し駐車場の需要推計では，

駐車需要の年間変動を考慮して，対象のビルが年間を通

じて需要にほぼ対応できるような駐車場整備台数を求め

ることが多い 2)．すなわち，「個々のビルが変動する

個々の駐車需要にそれぞれ対応できる分の台数を整備す

る」という考え方を基本に，需要推計やそれに基づく緩

和申請がなされている． 

しかし，あるビルの駐車場が特に混雑している時，別

のビルの駐車場も同時に混雑しているとは限らない．ビ

ル同士の年間の駐車需要のピークが同時に発生しない限

り，仮にあるビルの駐車場が満車であっても他のビルの

駐車場は満車ではない場合がある．したがって，あるビ

ルの駐車場が混雑した時には，入庫しようとする車両を

一時的に別のビルの駐車場に入庫させること（以下，こ

の動きを「融通」と呼ぶ）により，ビル同士で駐車需要

の年間変動を相殺し合うことができる．これにより，さ

らに少ない整備台数でも年間の駐車需要に対応できるよ

うになると考えられる． 

ただし，この融通が多く発生してしまうことには二つ

の問題が考えられる．一つは，オペレーションの問題で

ある．あるビルの駐車場が満車になった際，入庫しよう

とする車両を別のビルの駐車場に誘導するには，何らか

の方法による誘導が必要である．融通が多く発生してし

まうと，誘導の現場が混乱するリスクがある．もう一つ

は，利用者の利便を損なう問題である．ビルの駐車場に

入庫しようとする車両は，そのビルに用事がある人が多

いと考えられるため，別のビルに誘導されるとビル間を

歩いて移動しなければならない．このような問題がある

ことから，整備台数を何台削減できるか，ということに

加えて，それによりどの程度の融通が生じるか，という

整備台数と融通台数の関係について把握しておくことが

必要である． 

さらに，整備台数を削減すると融通台数は増加すると

考えられるが，この融通台数は工夫すれば抑制すること

ができる可能性がある．融通台数を抑える方法に関する
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知見が得られれば，融通台数を抑えつつ整備台数をさら

に削減できる可能性がある． 

なお，ビルの駐車場間が専用の地下車路で接続されて

いる場合は一体の駐車場とみなすことができるため，大

量の融通が生じてもオペレーション上の問題は大きくな

いと考えられる．大丸有地区では地下車路の整備を推奨

しており，実際にいくつかのビル間は地下車路で接続さ

れている．地下車路での接続をしながらスムーズに融通

を行うためには，駐車場内の分かりやすい満空表示や，

車を降りた歩行者への分かりやすい案内や誘導等が重要

になると考えられる．しかし，地下車路での接続の効果

を必要整備台数の削減につなげる方法は確立していない． 

 

 

２．既存研究の整理と本研究のアプローチ 

 

複数の駐車場を取扱い，入庫しようとする車両を誘導

することに関していくつかの既存研究が存在する．山本

ら（2005）3)は，複数の駐車場のネットワーク化による

出入口の共有・複数化及び情報提供により駐車場内外の

交通流動の最適化を試みている．その結果として，空き

駐車マス誘導によるうろつき交通の削減や方面別出口誘

導による地区交通への負荷軽減の効果及び必要性が確認

されている．橋本ら（2013）4)は，オークションによっ

て駐車スペースへの割当及び駐車料金の決定を行う駐車

場予約システムを提案し，駐車場利用データを用いてシ

ミュレーションを実施している．その結果，支払い意思

額の高い利用者に駐車スペースを割り当てることができ，

駐車場収入の増加が期待できることを明らかにしている．

徳田ら（2015）5)は，駐車場情報と車両情報をもとに混

雑状況の予測と交渉により駐車場の割り当てを行う手法

を提案し，エージェントを用いたシミュレーションを実

施している．混雑を事前予測して別の駐車場を駐車場管

理者が提案することで各車両の駐車場探索時間の削減や

総所要時間の減少する車両の増加等の効果が確認されて

いる．中里ら（2020）6)は，ある駐車場に対して空車ス

ペースができるまで待機し，空車スペースができたら優

先的に駐車できる事前予約システムを考えている．ドラ

イバーの歩行距離制約と満車時に空車スペースが生じる

までの待ち時間を考慮した事前予約システムによる再マ

ッチングを含む駐車場割り当てアルゴリズムを提案して

いる．これらの研究は，いずれも複数の駐車場を考慮し，

情報提供によって車両を誘導することを検討したもので

あるが，それによる整備台数の削減に着目したものでは

なく，整備台数の削減効果や，整備台数を削減した場合

に生じる影響については明らかではない． 

櫻井ら（2021）7)は，駐車場の集約化が歩行距離に与

える影響を分析している．神戸市内の地区を対象に駐車

場選択モデルを構築し，既存の駐車場をなくし駐車場利

用者が他の駐車場に移動するケースについて複数のシナ

リオを設定してシミュレーションを実施している．その

結果，地区全体の駐車場容量を削減しても地区全体とし

ては全ての車両を収容することが可能であること，各駐

車場の利用者の利用実態を考慮して駐車場を組みあわせ

て集約することで利用者の徒歩距離に与える影響を小さ

くできることを示している．複数駐車場間の融通は，複

数駐車場を一つの駐車場とみなして運用することとも解

釈でき，この点では集約駐車場と共通する性質を持つ．

しかし，集約駐車場の容量の最小限度や，集約駐車場の

容量を大幅に削減した場合の利用者や駐車場管理者への

影響，及び利用者や駐車場管理者への影響を低減する運

用方法や誘導方法については示されていない． 

岩沢ら（2021）8)は，高速道路休憩施設のうち従来の

大型車専用マスを，場内の混雑状況に応じて小型車 2台

の縦列駐車を認める「兼用マス」に転換することについ

て，駐車エリア全体の稼働率向上にどれほど影響するの

かを分析している．休憩施設駐車場の車両利用データを

用いた駐車空間再現シミュレーションを実施している．

従来は個別に整備していた駐車場を一部兼用する点では

本研究で取り扱うビル間の融通と共通しているが，兼用

マスによる整備台数削減効果や，専用マス及び兼用マス

への適切な誘導等の運用方法については示されていない． 

本研究では，大丸有地区に立地する二つのビルを対象

に，一般時間貸し利用の 4輪車の融通に関してケースス

タディを行う．そして，①融通を前提にすることで整備

台数をどの程度削減できるか，②整備台数を削減した場

合に融通がどの程度生じるか，③融通を抑える方法は何

か，の 3点の問題を設定する．そして，大丸有地区に立

地する二つの駐車場の入出庫実績データを用いて，集計

分析，シミュレーション，融通台数最小化問題の定式化

を通して，これらを明らかにすることを目的とする． 

 

 

３．分析に用いるデータ 

 

本研究では，大丸有地区に立地する二つのビル（ビル

A及びビル B）駐車場の入出庫実績データとして車番認

証システムのデータを用いる．車番認証システムでは券

種（一般/定期/荷さばき/二輪）や車種（乗用車/貨物車）

の情報と共に車両 1台 1台の入出庫時刻が記録されてい

る．本研究は二つのビル間の４輪車一般時間貸しの融通

を検討対象としているため，入出庫データのうち定期貸

しや荷さばき利用の車両を除去し，一般時間貸し利用の

車両のみを分析対象として用いた． 

この入出庫データから，時刻順に入庫台数と出庫台数を

積み上げることで，ある時刻において駐車場内に存在す
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る車両の台数（本研究ではこれを駐車台数と呼ぶ）を算

出することが可能である． 

なお，対象期間内に入庫及び出庫している車両のみを

計算対象としたため，対象期間開始前に入庫して対象期

間開始時にまだ駐車している車両，及び対象終了前に入

庫して対象期間終了時にまだ出庫していない車両の駐車

台数は考慮できない．しかし，多くの場合駐車時間は 1

日以下であるため，計算期間初期の 1日間と最後の 1日

間を除けば，概ね実際の駐車台数を再現できていると考

えられる． 

 

表-1 2つのビルの分析対象データ 

項目 Aビル Bビル 

券種 一般時間貸しのみ 

車種 二輪車を除く全ての車種 

期間 
2021年4月1日～2021年9月30日 

の間に入庫かつ出庫した車両 

レコード数 49,020台 17,509台 

 

図-1 ２ビルの四輪車一般時間貸しの駐車時間分布（累積） 

 

 

４．融通による台数削減効果 

 

AビルとBビルの間で融通により必要整備台数を削減

できる可能性があるのかどうかを確認するため，Aビル

（Bビル）の駐車台数が多いとき Bビル（Aビル）の駐

車台数が多いかどうかを確認する．図-2は，Aビル及び

B ビルの日別最大駐車台数をプロットしたものである．

この図から，一方のビルが混雑している日にもう一方の

ビルも混雑しているとは限らないことがわかる．なお，

同じ日の中でもAビルとBビルがそれぞれ最大駐車台数

を記録した時刻が同じとは限らない． 

次に，融通により何台まで整備台数を削減できるか確

認する．表-2は，融通有無別の最大駐車台数を比較した

ものである．「融通なし」の場合は，個別のビルの最大

駐車台数に対応するだけの整備台数としなければ需要に

対応することができない．最大駐車台数は A ビルで 88

台，Bビルで 54台であるため，Aビルは 88台，Bビル

は54台，合計で142台の整備が必要になる．一方，「融

通あり」の場合は，AビルとBビルを合わせた需要を，

AビルとBビルを合わせた整備台数で対応できればよく，

合計で 114台の整備台数があれば需要に対応できること

が分かる．図-2で見たように，AビルのピークとBビル

のピークは一致していないことから，両ビルの間で需要

の年間変動は相殺されるため，「融通なし」よりも「融

通あり」の方が必要整備台数が少なくなる．このように，

融通によって必要整備台数は削減可能であることが分か

った． 

 

 

図-2 ２ビルの日別ピーク駐車台数（相関係数：0 

 

表-2 融通有無別のピーク時駐車台数 

融通の有無 Aビル Bビル 計 

融通なし 

（個別に整備台数を確保） 
88台 54台 142台 

融通あり 

（両ビル合わせて整備台数を確保） 
114台 114台 

 

 

５．整備台数と融通台数の関係 

 

融通により整備台数を削減しても需要に対応できるこ

とが分かった．しかし，第 1章で述べたように，整備台

数を大幅に削減すると融通が大量に生じる可能性があり，

オペレーションの混乱が生じる可能性や，多くの利用者

の不便を強いる可能性がある．そこで本章では，実績入

出庫データを用いて，整備台数を仮に削減した場合を想

定したシミュレーションを行い，融通台数を算出する． 

 

(1) シミュレーションの実施 

a) シミュレーションの概要 

満車になった時に入庫しようとする車両が融通される，
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という現象を表現するため，以下に示す手順でシミュレ

ーションを実施した． 

まず実績データを，1行が 1入庫あるいは 1出庫にな

るよう整形する．これを時刻昇順にソートし，上から順

に，次に示す処理を行う．入庫の場合は実績ビルが満車

ではないなら実績データで入庫していたビルに入庫，満

車であれば別のビルに入庫する．ここで入庫したビルを

記録しておき，入庫したビルの駐車台数を 1台増やす．

なお初期の駐車台数は 0台とする．出庫の場合は入庫し

ていたビルから出庫させ，入庫していたビルの駐車台数

を 1台減らす．これにより，実績データ上で Aビル・B

ビルに入庫していた個々の車両が，全く同じ入庫時刻・

駐車時間で整備台数を削減した駐車場へ入庫してきたと

きに融通されるかどうか，を計算することができる． 

b) シミュレーションケースの設定 

このシミュレーションでは，ビルの整備台数を予め設

定する必要がある．ここでは，ビルAは単体で需要に対

応できる程度の台数として常に 88 台で固定する．一方、

ビル B の整備台数は単体で需要に対応できる台数の 54

台を基準として 2台減らしたケース、4台減らしたケー

スというように、2 台ずつ減らしたケースを設定し、シ

ミュレーションを実施した．Aビルが既に存在しAビル

単体でAビルの駐車需要に対応できている状況下でBビ

ルを新たに建設する場合の整備台数の検討，という場面

を想定している． 

 

(2) シミュレーションの結果 

シミュレーションの結果を図-3に示す．横軸は整備台

数を表しており，右から左にかけてBビルの整備台数を

2 台ずつ減少させたケースを表している．縦軸は，A ビ

ル→Bビルの融通と Bビル→Aビルの融通の両方の融通

台数の合計である．整備台数を削減させるほど融通台数

が増加しており，かつ整備台数を減少させるほど整備台

数の減少に対する融通台数の増加が大きくなっている．

このように，整備台数を大幅に減らすと大量の融通が生

じることがわかった．なお，Bビルの整備台数を26台ま

で減少させたケースの融通台数は 2,364 台であり，うち

2,135台がBビル→Aビルの融通である．Bビルの総入庫

台数は表-1に示す通り 17,509台であるため，そのうちの

約 12％がAビルに融通される計算になる． 

 

 

  

図-3 整備台数と融通台数の関係（シミュレーション結果） 

 

 

６．融通台数を抑える運用方法の工夫の可能性 

 

整備台数を大幅に削減した場合，大量の融通が生じう

ることが分かった．本章では，第 5章で設定した「満車

になったら融通する」という運用よりも融通台数を削減

する方法があるか，最大限抑えようとするとどのように

なるか，整数線形計画問題を用いて分析を行う． 

 

(1) 整備台数最小化問題の定式化 

a) 変数の定義 

まず，融通台数最小化問題の定式化で共通して用いる

添え字と集合について定義する．車両を𝑛 ∈ 𝑁，駐車場

を𝑖 ∈ 𝑍，時刻を𝑡 ∈ 𝑇とする．時刻tにおいていずれか

の駐車場に駐車している車両の集合を𝑁𝑡とする．𝑁𝑡は，

車両の入庫時刻と出庫時刻から予め求めることができる． 

操作変数は，車両 nを駐車場 iに入庫させるかどうか

を表す𝑝𝑖𝑛 = {0,1}とする．車両 nを駐車場 iに入庫させ

る場合は 1，そうでない場合は 0とする． 

外生変数は，車両 nを駐車場 iに入庫させる場合の重

み𝑤𝑖𝑛，駐車場𝑖の駐車場容量（駐車マス数）𝐶𝑖，実績の

駐車場選択結果𝑝𝑖𝑛̅̅ ̅̅ ，実績データのうち最終の入庫時刻

𝑡𝑚𝑎𝑥，実績データにおける車両𝑛の入庫時刻𝑡𝑛，十分大

きい実数𝑀とする．𝑝𝑖𝑛̅̅ ̅̅ は実績データで車両𝑛が駐車場𝑖

を選択していた場合は1，それ以外は0とする0-1の外生

変数である． 

b) 目的関数 

目的関数を式(1)(2)に示す．車両が融通される場合に

のみ，重みの分だけの正の値をとる式としている．この

ように重みを設定することで，先に入庫する車両ほど，

融通される場合の重みが大きくなるため，目的関数の値

が等しい解が複数生じることを回避できる．このように

設定した理由は，実際の運用を考えたとき，事前に混雑

を予測して車両を融通させるよりも駐車場が混雑してき
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てから融通させるほうが容易と考えたためである．ただ

し，融通台数最小化が目的であるため，先に入庫する車

両を 1台融通するよりも後から入庫する車両を複数台融

通する方が目的関数の値が改善することは避ける必要が

ある．このため重みの最大値と最小値の比率には 2未満

である必要がある． 

 

min
𝑝

∑ ∑ 𝑤𝑖𝑛𝑝𝑖𝑛

𝑖∈𝑍𝑛∈𝑁
 (1) 

𝑤𝑖𝑛 = {
0 𝑖𝑓  𝑝𝑖𝑛̅̅ ̅̅ = 1

1 + 𝑡𝑚𝑎𝑥 𝑡𝑛 𝑀⁄⁄ 𝑖𝑓   𝑝𝑖𝑛̅̅ ̅̅ = 0
   𝑛 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝑍 (2) 

 

 

c) 制約条件 

制約条件を式(3)(4)のように設定した．式(3)は，車両𝑛

はいずれかの駐車場に入庫しなければならないことを意

味する．式(4)は容量制約であり，駐車場に駐車してい

る台数は常に駐車場容量以下でなければならないことを

意味する． 

 

∑ 𝑝𝑖𝑛

𝑖∈𝑍

= 1 ∀𝑛 ∈ 𝑁
 (3) 

∑ 𝑝𝑖𝑛

𝑛∈𝑁𝑡

≤ 𝐶𝑖 ∀𝑖 ∈ 𝑍, 𝑡 ∈ 𝑇
 (4) 

 

(2) 計算設定 

本研究では 2箇所の駐車場 AB間の融通を考えるため，

駐車場集合は𝑍 = {𝐴, 𝐵}とした．𝑡𝑚𝑎𝑥及び𝑡𝑛は，例えば

2021年 4月 10日 23:59:00であれば，410+23/24+59/60/24と

して計算した．𝑀は本研究では 2,000 とした．整備台数

の設定は，第 5章のシミュレーションと同様とした． 

 

(3) 結果 

a) 融通台数の比較 

図-4は，シミュレーション結果を示した図-3に，融通

台数最小化問題の解を追加したものである．最小融通台

数は，概ねシミュレーションの融通台数の 1/2 程度にな

っている．このことから，「満車になったら融通する」

のではなく何らかの運用上の工夫をすることにより，融

通台数を最大で 1/2 程度までおさえられる可能性がある

ことがわかる． 

 

 

  

図-4 整備台数と融通台数の関係 

（シミュレーション結果及び最小融通台数） 

 

b) 融通された車両の比較 

次に，融通台数最小化の最適解ではどのような車両を

融通させているのかを確認する．図-5，図-6 は，A ビル

の整備台数を 88台、Ｂビルの整備台数を 26台とした場

合に全期間で融通された車両 1台 1台をプロットしたも

のであり，横軸は融通された車両の入庫時刻とその日の

ピーク開始時刻の差分を，縦軸は融通された車両の駐車

時間を表している．ここで，ピーク開始時刻とは，実績

データにおける各ビルの駐車台数が設定した整備台数に

その日初めて達した時刻とした．このため横軸は「融通

しなかったならばその日初めて満車になっていたはずの

時刻(図中赤線)より前に入庫したか後に入庫したか」を

表している． 

シミュレーション結果を示した図-5では，点は全て赤

線の右側に存在する．これはシミュレーションでは満車

になってから融通が初めて始まるためである．また，駐

車時間は概ね 5時間未満の領域で点が多く存在している．

一方で融通台数最小化問題の結果を示した図-6では，横

軸が負で，かつ駐車時間が 10 時間前後の領域に点が多

く存在している．このことから，「駐車場が満車になる

よりも前に，長時間駐車する車両を予め融通させておく」

ということが融通台数最小化問題の最適解になっている

ことが分かる． 

 

c) 融通台数を抑えられる理由 

このような結果となった理由として，ピークの継続時

間が考えられる．例として，Aビルの整備台数を88台、

Ｂビルの整備台数を 26 台とした場合の、ある１日に B

ビルに入庫する予定だった車両の入庫時刻と駐車時間を

図-7に示す．図中の１本１本の横線は実績データにおけ

る個々の車両の入庫時刻から出庫時刻までを表現してお

り，先に入庫した車両から順に描いている．灰色の横線

は融通されなかった車両，色の付いた横線は融通された
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車両を表している．縦の赤線は、シミュレーション結果

においてその日はじめて満車になった時刻と、おなじく

シミュレーション結果においてその日最後に満車が記録

された時刻を表している．図中左側はシミュレーション

結果を，図中右側は融通台数最小化問題の最適解を示し

ている．どちらも実績データにおいてBビルに入庫して

いた車両について描いているため，左右の図は色を除け

ば同一の図である．左右の図を比較すると，融通台数最

小化問題の最適解では，シミュレーションで融通が始ま

る時刻よりも前に，駐車時間が長い車両を融通している

ことがわかる．一方シミュレーションでは，短時間駐車

の車両や長時間駐車の車両を断続的に融通している．こ

の日は 8 時頃から 16 時頃までの間に満車が断続的に生

じていた．駐車場の混雑が長時間にわたって継続する場

合，その間に入庫する車両も多く，シミュレーションで

はそれらを駐車時間に関わらず全て融通してしまうため，

融通台数が多くなる．一方で，融通台数最小化のように，

駐車場が混雑し始める前に入庫して混雑が終わってから

出庫するような車両を先に融通しておけば，そうでない

場合に比べて長時間余裕を確保することに繋がるため，

ピークの時間帯に入庫しようとする多くの車両を融通す

る必要がなくなり，結果的に融通台数が抑えられている

と考えられる． 

 

 

７．まとめと今後の課題 

 

本研究では，大丸有地区に立地する二つのビルを対象

に，一般時間貸し利用の四輪車の融通に関してケースス

タディを行った．そして，融通を前提にすることで整備

台数を一定程度削減可能であること，整備台数を大幅に

削減すると大量の融通が生じうること，融通台数を抑え

るためには駐車場が混雑するよりも前に長時間駐車する

車両を予め融通しておくことが有効になりうることがわ

かった． 

実際の駐車場整備台数の検討に応用していくにあたり，

今後の検討課題として以下が挙げられる． 

 

(1) 需要推計への反映に向けた課題 

需要推計への反映に向けた課題は二点ある．まず一点

目は，実際には常に余力のある駐車場が存在し，これの

活用についての検討である．本研究では，２つのビル駐

車場がいずれも個別の需要に対応できる最低限の整備台

数が整備されている状況を起点としており，融通により

駐車需要の年間変動を相殺することで，そこからさらな

る整備台数の削減を可能にする，ということを検討した．

しかし，ビルの駐車場は実際には余裕をもって整備され

ている．前述のように，需要推計では個別のビルが年間 

  
図-5 融通車両の入庫時刻と駐車時間（シミュレーション） 

 

 
図-6 融通車両の入庫時刻と駐車時間（融通台数最小化） 

 

  
図-7 ある１日に入庫した車両の入庫時刻と駐車時間 

駐
車
時
間
（
分
）

構
成
比
（
％
）

ピーク開始時刻と入庫時刻の差分（分） 構成比（％）

駐
車
時
間
（
分
）

構
成
比
（
％
）

ピーク開始時刻と入庫時刻の差分（分） 構成比（％）

シミュレーション 融通台数最小化

融通なし B→Aへ融通融通なし B→Aへ融通

第 65 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 7 

を通じて需要にほぼ対応できるような駐車場整備台数が

推計されているが，実際の整備台数は空間的制約や安全

側の判断等により多めに整備されることがある．また需

要推計時から需要が低下することにより，今となっては

需要に対して駐車場容量が多く，年間を通じて常に余力

があるビルが一部存在する．このように余力があるビル

の余力の分を，新規に開発するビルの駐車場の融通先と

して活用することができれば，地区全体でより適切な整

備台数が実現できると考えられ、検討が必要である．た

だし，これを大規模に実施すると融通台数が大量に生じ

る点は注意が必要である． 

二点目は，新規に開発するビルのデータが存在しない

ことへの対応である．新規に開発するビルに関しては当

然ながら実績の入出庫データは存在しないため，本研究

のように計算することは不可能である．本研究で用いた

Aビル・Bビルの組み合わせの結果が他のビルにも同様

に当てはまるとは限らない．既存ビルの建替えであれば

既存ビルのデータを活用できる可能性があるが，対応に

ついては検討が必要である．なお，既に存在するビル同

士の融通に関しては本研究で示した手法で計算が可能で

あり，それにより生じる駐車場空きスペースを駐車場以

外の用途に転換することは検討可能と考えられる． 

 

(2)  融通台数を抑える現実的手法の検討 

本研究では融通台数を抑えるためには駐車場が混雑す

るよりも前に長時間駐車する車両を予め融通しておくこ

とが有効になりうることを示したが，これはあくまで最

適解の特徴のうちの一部である．この方法だけで融通台

数をどの程度抑えられるのかは明らかではない．また実

際に実行するには，駐車場混雑の事前予測と，長時間駐

車車両を対象にした誘導施策が必要である．駐車場混雑

の事前予測については，実績入出庫データを用いてどの

程度可能か検証することが考えられる．長時間駐車車両

を対象にした誘導施策については，例えば駐車場予約サ

ービスを活用したダイナミックプライシング等が考えら

れるが，実際にどの程度効果があり，その結果としてど

の程度全体の融通台数を抑えることができるのか，検討

が必要である． 
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